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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６東日本大震災後の「節電のお願い」 （2011年~2015年）

l 2011年夏〜 原⼦⼒発電所の停⽌に伴い、想定需要が供給⼒を上回る⾒通しとなった
ため、停電を回避すべく数値目標付きの節電のお願いを実施。（計３回）

l 2012年冬〜 節電の定着等により⼀定の予備率を確保できる⾒込みとなったが、発電所
のトラブル等に備え、数値目標を伴わない節電のお願いを実施。 （計７回）

※2016年夏以降、節電のお願いは実施していない。
※節電の実施要否については、国の審議会、関係閣僚会議および閣議で都度判断されており、当社はそ
の判断に基づき節電のお願い等を実施。

2011.6.10当社プレスリリース



5

The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６至近の需給状況（関⻄エリア）

夏季 2016年度 2017年度 2018年度 2019年度

最大需要発生時 8/22(月) 
13〜14時

8/24(木)
16〜17時

7/19(木)
16〜17時

8/2(⾦)
14〜15時

最大需要 2,657 2,638 2,865 2,816
供給⼒ 2,917 2,866 3,018 3,146
予備率 9.8 8.7 5.3 11.7

冬季 2016年度 2017年度 2018年度

最大需要発生時 1/23(月) 
17〜18時

1/24(水)
18〜19時

1/10(木)
9〜10時

最大需要 2,476 2,560 2,432
供給⼒ 2,652 2,762 2,536
予備率 7.1 7.9 4.3

l 関⻄エリアの夏季・冬季の最大需要発生時の需給実績は、2016年度以降のいずれの
年度においても、予備率3%※以上を確保することができた

（送電端︓万kW,%）

※安定供給に最低限必要とされる予備率
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６今後の需給⾒通し

l 電⼒広域的運営推進機関による2028年度までの8月17時の需給バランスは、連系線
の活用により、各年度ともに予備率8％を確保できる⾒通しと評価されている。

2019.3.20 第37回 調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2(委員会事務局作成資料)より抜粋

※2020年度供給計画届出書の記載要領より
事業者として稼働時期が⾒通せない原⼦⼒発電所・号機については、「未定」とし、その
発電所・号機の供給⼒を「ゼロ」として算定する。
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６供給計画における需給バランス評価の方法

l 電⼒広域的運営推進機関の需給バランス評価では、予備率を8％を基準に評価し、連
系線の活⽤により供給⼒をエリア間で振り替えた評価も⾏われている。

2019.3.20 第37回 調整⼒及び需給バランス評価等に関する委員会 資料2(委員会事務局作成資料)より抜粋
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６

l 震災後の環境変化により、当社の電源構成は大きく変化。
l 当社としては、「低炭素」のリーディングカンパニーとして、原⼦⼒発電の安全・安定運転や再生可能エ
ネルギーの開発・活⽤を両輪に、⽕⼒発電・揚⽔発電等も組み合わせながら、「S＋３E」を踏まえた
最適な電源構成を目指している。

国が定めた「第５次エネルギー基本計画」→安
全性を前提とした上で、安定供給、経済効率
性、環境適合を踏まえたバランスの取れた需給
構造を目指す。

【電源構成比】

2010

原⼦⼒
44％

石油
4％

2018

ＬＮＧ
37％

【第５次エネルギー基本計画】

非
化
石

石炭
21％

ＬＮＧ
20％

⽔⼒・新エネ
11％

石油 2％

石炭
18％

⽔⼒・新エネ
15％

2030
その他
1％未満 その他 7％

※その他には卸電⼒取引所、他社から調達している電気で
発電所が特定できないものを含む。

※四捨五入の関係で、合計が合わない場合がある。

kWh（他社受電分を含む）

原⼦⼒
22％

再生可能
エネルギー

原⼦⼒

石油・石炭
・LNGなどの
化⽯燃料

56％

20〜22％

22〜24％

【発電設備容量比】

2018年度末

⽔⼒・新エネ
24％

原⼦⼒
19％ＬＮＧ

30％

石炭
5％

石油
22％

kW（自社発電設備のみ）

（参考）当社の電源構成
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６電⼒システム改⾰

＜電⼒システム改⾰のスケジュール＞

第１段階
（広域機関設⽴）

第２段階
（小売全面自由化）

第３段階
（法的分離）

2015年4月 2016年4月1日 2020年4月1日

l 東⽇本⼤震災を契機に、「安定供給の確保」、「電気料⾦の最⼤限抑制」、「需要家の選択肢の拡⼤」
を⽬的に電⼒システム改⾰が⾏われることとなった。

l 2020年4月1⽇に第三段階である送配電部⾨の法的分離を実施予定。
l また、電⼒システム改⾰を貫徹するため、中⻑期的な供給⼒確保を⽬的とした容量市場や、⾼度化法⽬

標（⾮化⽯電源⽐率44%）達成に向けた非化石価値取引市場などの導入も進められているところ。
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６（参考）⼩売の全⾯⾃由化〜電⼒⼩売全面自由化の進捗状況〜

（出展）第22回 電⼒・ガス基本政策⼩委員会（2019.12）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６エネルギー基本計画

（出典）資源エネルギー庁資料より（2018.11）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６エネルギー基本計画

（出典）資源エネルギー庁資料より（2018.11）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６

（出典）資源エネルギー庁 基本政策分科会(2019.8)資料より抜粋

至近のエネルギー政策に関わる動向
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６

（出典）資源エネルギー庁 基本政策分科会(2019.8)資料に基づき関⻄電⼒にて作成

至近のエネルギー政策に関わる動向

検討方向性 中間とりまとめ等 具体的対策

再生可能エネルギー
主⼒電源化

持続可能な
電⼒システム

・FIT制度⾒直し
電源毎の政策措置
廃棄等費用

・再エネ拡大のNW転換

・再エネ主⼒電源化
・次世代型への転換
・レジリエンス強化

電⼒レジリエンスWG
中間論点整理
(2019.11.6)

持続可能な電⼒システム
構築小委

中間とりまとめ案
（2019.12.26〜パブコメ）

再エネ主⼒電源化⼩委
中間とりまとめ案

（2019.12.26〜パブコメ）

・FIT制度⾒直し
電源の特性に応じた制度構築
（競争電源/地域活用電源）
地域に根差した再エネ導入の促進
（廃棄費⽤の外部積⽴等）

・次世代電⼒ＮＷ
(プッシュ型の系統形成/連系線への賦課⾦活⽤)

・早期の災害復旧のための関係者の
連携強化
(災害復旧費⽤の相互扶助制度)

・強靭な電⼒ネットワークの形成
（地域間連系線増強/託送料⾦改⾰）
・電⼒システムの分散化と電源投資
（分散型グリッド推進のための環境整備）

・迅速な情報収集・発信
・被害発生時の関係者の連携強化
による早期復旧

・電⼒ネットワークの強靭化、電源等の
分散化によるレジリエンス強化

・復旧までの代替供給・燃料の確保

制度検討のタスクアウト

⇒p16

⇒p19

⇒p17,18
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６
FIT制度の⾒直し議論

（出典）資源エネルギー庁 再生可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰⼩委員会中間とりまとめ（案）等より関⻄電⼒にて作成

l 再⽣可能エネルギー主⼒電源化制度改⾰小委員会において、国⺠負担を抑制しつつ再⽣可能エネル
ギーを主⼒電源化していくための環境整備として、ＦＩＴ制度（固定価格買取制度）の抜本的な⾒直
しが検討されている。

l 具体的には、⼤規模太陽光・⾵⼒等は「競争電源」としてＦＩＰ(Feed in Premium)へ転換するととも
に、需要地近接性のある⼩⽔⼒等は「地域活⽤電源」として引き続きＦＩＴで⽀援する⽅向性が⽰され
ている。

現⾏のＦＩＴ制度
ＦＩＴ制度⾒直し後

競争電源 地域活用電源

買取価格
固定価格
(大規模太陽光、一部バイオマスは
入札制)

ＦＩＰ
（市場価格参照） 当⾯ＦＩＴ制度の枠組みを維持

対象電源 入札対象を除く電源
競争⼒ある電源への成⻑が
⾒込まれる電源
（⼤規模太陽光・⾵⼒等）

地域において活用され得る電源
（⼩規模事業⽤太陽光、⼩⽔⼒等）

環境価値 全需要家に帰属
再エネ事業者が自ら、相対取
引またはオークションによって、
販売していく仕組み

当⾯ＦＩＴ制度の枠組みを維持

インバランス
FITインバランス特例
（一般送配電事業者、もしくは小
売電気事業者）

再エネ事業者にインバランス発
生を抑制するインセンティブを
付与（負担軽減のための経過措
置も検討）

同上
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６電⼒レジリエンスワーキンググループの中間論点整理

（出典）資源エネルギー庁 電⼒レジリエンスワーキンググループ中間論点整理資料(2019.11)より
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６電⼒レジリエンスワーキンググループの中間論点整理

（出典）資源エネルギー庁 電⼒レジリエンスワーキンググループ中間論点整理資料(2019.11)より
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６分散型グリッドに関する議論

（出典）資源エネルギー庁 第１回持続可能な電⼒システム構築⼩委員会(2019.11.８)資料より作成

持続可能な電⼒システム構築小委員会の中間とりまとめ（案）において、地域における災害時のレジリエンス
向上のための分散型電源設置を促進する新たな電⼒ネットワークの考え⽅が⽰された。（※）

※その他にも、早期復旧のための関係者の連携強化、強靭な電⼒ネットワークの形成に向けた様々な対策が⽰されている。

【常時切り離し（遠隔分散型グリッド）】

【被災時のみ系統切り離し】
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６当社として現時点で想定する将来の配電ネットワーク（イメージ）

（出典）資源エネルギー庁 第3回次世代技術を活⽤した電⼒プラットフォームの在り⽅研究会資料より（2018.11）
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６関⻄電⼒グループ中期経営計画より

2030年代に向けた環境認識－私たちの⾒据える将来と「⽬指す姿」－

再エネの
推進

まちづくり
への参画
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６当社グループにおけるこれまでの再生可能エネルギーの取組み

当社グループにおける取組みの歩み

○1951年 関⻄電⼒株式会社発⾜

⽔⼒発電主体に開発（⽔主⽕従）
●1961年 ⿊部川第四発電所を建設・運営
＜社運を懸け「世紀の難⼯事」と⾔われた⿊部ダムの⽔⼒開発＞
＊⼀般⽔⼒発電設備容量（2016年度末現在）
148箇所、334万kW（電源構成⽐︓約9%）

●2008年 舞鶴発電所での木質バイオマス混焼発電

●2011年 堺太陽光発電所を建設・運営
＜電⼒会社で初めて営業運転を開始したメガソーラー＞

●2012年 淡路⾵⼒発電所の建設・運営

2012年11月 当社グループで当面10万kW程度の再⽣可能
エネルギーの開発・推進に取り組む方針を公表

◆2015年6月 「再⽣可能エネルギー事業戦略室」発足

■2019年3月 関⻄電⼒グループ中期経営計画
2030年代に設備容量600万ｋＷを掲げる

■2019年7月 「再生可能エネルギー事業本部」発足

国の再エネ政策等

●1974年 サンシャイン計画
・ 新エネルギー技術開発計画
(1973年の第1次石油危機が契機)

●2003年 RPS制度開始
・ 電気事業者に新エネルギー等から
発電される電気を⼀定量以上
利⽤することを義務付け

●2008年 福田ビジョン
・ 「低炭素社会づくり⾏動計画」を

閣議決定、「太陽光発電の導入
拡大のアクションプラン」を策定

●2012年 FIT制度開始
・ 再生可能エネルギーで発電した電気
を、電⼒会社が⼀定価格で買い取る
ことを国が約束

●2014年 エネルギー基本計画
・ これまで⽰した⽔準を更に上回る
再エネ導入を目指す

●2015年 エネルギーミックス
・ 2030年の再エネ電源⽐率として、

22〜24%を目指す

●2018年 第5次ｴﾈﾙｷﾞｰ基本計画
・ 再⽣可能エネルギーの主⼒電源化
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６再生エネルギー事業の目指す姿と取組み

〇環境性を基軸とした社会機運の高まり、ＳＤＧｓ・ＥＳＧの観点等も踏まえ、
ü 再エネについては、2030年代には国内外の再エネ設備容量600万ｋＷを目指す。
ü 非化石電源の強みを活かし、発電の観点からのCO2関連目標として、2030年度 国内発電事業
に伴うCO2排出量半減（2013年度⽐）を目指す。
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６再生エネルギー事業の展開に向けた具体的な取り組み
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The Kansai Electric Power Co., Inc.

資料６当社グループにおける再生可能エネルギーの取組みの現状

(当社持分約120MW)

若狭⾼浜太陽光発電所
〔0.5MW〕

若狭おおい太陽光発電所
〔0.5MW〕

けいはんな太陽光発電所
〔1.98MW〕

近鉄花吉野ソーラー発電所
〔3MW〕

有田太陽光発電所
〔29.7MW〕

朝来バイオマス発電所
〔5.6MW〕

山崎太陽光発電所
〔1.98MW〕

高砂ソーラーステーション
〔1MW〕

淡路貴船太陽光発電所
〔30MW〕

淡路⾵⼒発電所
〔12MW〕

堺太陽光発電所
〔10MW〕

相生発電所2号機
〔約200MW〕

⾚穂⻄浜太陽光発電所
〔1.99MW〕

けいはんな第二太陽光発電所
〔1MW〕

全国での開発状況関⻄エリアの再エネ発電所

福岡県苅田町
〔75MW〕

大分市臼杵市
〔26MW〕

熊本県南関町
〔1MW〕
（当社持分0.1MW）

（既設⽔⼒発電所の出⼒増は除く）

当社グループの国内再エネ開発案件は、2019年11月時点で、
合計約42万kW※の計画を公表し、内、約12万kW※が運転開始済。

下⼩⿃維持流量発電所（仮称）
〔0.48MW〕

田原4区⾵⼒発電所
〔6MW〕

赤字︓運開済

太陽光

地 熱

バイオマス

陸上風力

洋上風力

中小水力

=凡例=

陸

洋

秋⽥県北部洋上
洋

弥太蔵谷発電所（仮称）
〔1.52MW〕

山口維持流量発電所（仮称）
〔0.63MW〕

福島県いわき市
〔112MW〕
（当社持分56MW）

秋田県秋田港・能代港
洋

わいた第一発電所
〔2MW〕
（当社持分0.1MW）

※既設⽔⼒(出⼒増)については当社が初めて再生可能エネルギーの導入目標を設定した2012年11⽉以降の開発案件10,674kWのみを計上

u 関⻄に留まらず、全国で様々な電源開発を検討、実施。
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『卒ＦＩＴ電源などを活用した再生可能エネルギー１００％の、人に、環境に、優しいまちづくり』

〇当社は、原⼦⼒と再エネを⾮化⽯電源の「両輪」としている中、Suita サスティナブル・スマートタウンにおける再エネ最大限活用というテーマ
を踏まえ参画

＜吹田SST位置図＞

＜街区イメージ＞

複合
商業施設

ﾌｧﾐﾘｰ分譲
ﾏﾝｼｮﾝ

ｼﾆｱ分譲
ﾏﾝｼｮﾝ

単身者
共同住宅

ウェルネス
複合施設

メーカー⾃社⼯場跡地の再開発事業として、近隣で進める北⼤阪健康医療都市（以下、健都）を中⼼とした健康・
医療のまちづくりや環境先進都市の取り組みと連携。超高齢社会を迎える日本の社会課題解決型の「多世代居住型
健康スマートタウン」。

2020下期建築物着工
2022年春まちびらき予定

卒FIT電気や関⻄電⼒の再エネを含んだ電源を
調達し、再エネ由来の非化石証書を活用

低炭素社会実現に向けた動き①〜Suita サスティナブル・スマートタウン〜【吹田市】
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【運⾏概要】
使⽤⾞両︓７⼈乗り電動ゴルフカート「クルクル」の２台
⾛⾏⽅法︓⼿動運転（デマンド⾛⾏、将来的には特定ルート⾛⾏併⽤）
⾛⾏速度︓時速１０ｋｍ/ｈ〜１５ｋｍ/ｈ
⾛⾏期間︓２０１９年１２⽉９⽇〜２０２２年３⽉３１⽇
乗降ポイント︓３４２箇所（南花台地域の電柱を活⽤）
運⾏⽇︓週２〜３⽇の運⾏からスタートし、安全性やニーズ、運⾏スタッフの

負担等を検証しつつ、運⾏⽇の増加を⽬指す※２。
ＩｏＴ導⼊︓⾛⾏監視・予約・決済システム導⼊
運⾏拠点︓コノミヤ南花台店
※１︓若い世代の他地域への移住や、少⼦化の進展により、住⺠が⾼齢者中⼼となった地域。
※２︓その他、福祉委員会、⽼⼈会等、その他地域活動との連携による不定期運⾏を実施予定。

＜南花台の⾛⾏エリアとルート＞ ＜使⽤⾞両（モビリティ）「クルクル」＞ ＜停留所表⽰板＞

＜実証シンボルマーク＞

低炭素社会実現に向けた動き②〜南花台グリーンスローモビリティ実証〜【河内⻑野市】

⾼齢化が進むまちで、脱炭素化の住⺠意識を⾼めながら、全国のオールドタウン※１に共通する地域課題の解決に向け
グリーンスローモビリティ実証を実施。

『グリーンスローモビリティとまちづくりの一体的な推進による地域循環共生圏形成の構築』
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『エリア一括受電で再生可能エネルギーを面的利⽤し、環境に優しく災害に強いまちづくり。』

●EXPOCITYとサッカースタジアムを一括受電。
太陽光発電の再生可能エネルギーを面的に
利⽤するとともに、併せて蓄電池を設置し、
ピークカットにも活用。

●系統電⼒の停電時、⾮常⽤発電機に加え
て太陽光発電・蓄電池も活用し、非常用発
電機の燃料消費を抑制。

再⽣可能エネルギーの活⽤・⾯的利⽤

●広域的な災害等で系統電⼒の停電が⻑期
化した場合、太陽光発電と蓄電池から地域
の避難所となるサッカースタジアムへ必要な電
⼒を継続して⾃⽴的に供給することで地域の
防災⼒向上に寄与。

広域災害時の⾃⽴電源

太陽光発電

蓄電池

関⻄電⼒から受電

＜万博スマートコミュニティのイメージ＞

Panasonic Stadium Suita
市⽴吹⽥サッカースタジアム

特高受電設備

【平常時】
再⽣可能エネルギーを⾯的に利⽤し
エリアの電⼒ピークカットを実施。
【非常時】
地域の防災施設であるスタジアムへ
電⼒供給し、地域の防災⼒を強化。

【平常時】
再⽣可能エネルギーを⾯的に利⽤し
エリアの電⼒ピークカットを実施。
【非常時】
地域の防災施設であるスタジアムへ
電⼒供給し、地域の防災⼒を強化。

■太陽光発電・蓄電池システムの運用イメージ

低炭素社会実現に向けた動き③〜万博スマートコミュニティ〜【吹田市】
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送配電
ネットワーク

原⼦⼒発電

⽕⼒発電

⽔⼒発電

太陽光発電
⾵⼒発電

アグリゲータ－

家庭用機器
の運転制御

ビル・工場等に設置
の蓄電池の充放電

電気⾃動⾞の充放電

仮想発電所
（需要家側設備）

再生可能エネルギー
の更なる有効活⽤

大規模電源

監
視
・
制
御

当社は2016年度よりＶＰＰ構築実証事業補助⾦を活⽤し、知⾒や技術を持った企業と協⼒しながら実
証を⾏い知⾒を集積中。
ＩｏＴ技術を活⽤し、電⼒の需給調整機能の⾼度化を⽬指している。

ｱｸﾞﾘｹﾞｰｼｮﾝｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰ
ﾘｿｰｽｱｸﾞﾘｹﾞｰﾀｰ

低炭素社会実現に向けた動き④ 〜関⻄ＶＰＰプロジェクト〜

＜イメージ＞
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低炭素社会実現に向けた動き④ 〜2019年度 システム構成および取り組み概要〜

Ø 2019年度は20社で申請し実証事業を開始。
Ø 2021年度の三次調整⼒②への技術適⽤を中⼼に実証に取り組む。

統合サーバ

大型蓄電池
サーバ

EQ
サーバ

EVPS
サーバ

【小売事業者】 【再エネ事業者】

【主プロジェクト】

富士
電機

住友
電工

住友
電工

関⻄電⼒

※関係事業者
2019年度構築
2018年度構築

【関連プロジェクト】

ｴｺｷｭｰﾄ
（家庭蓄電池）

EVｽｲｯﾁ
V2H

大型
蓄電池

三次調整⼒対応
サーバ改良

三次調整⼒対応
サーバ改良 連携企業

4社追加
連携企業
4社追加

リソース追加リソース追加

三次調整⼒対応
制御⾼度化・⾃動化と
基準値通知機能追加

三次調整⼒対応
制御⾼度化・⾃動化と
基準値通知機能追加

NTTｽﾏｲﾙ

ｴﾘｰ
ﾊﾟﾜｰ

三
菱
商
事

住友
電工

ﾀﾞｲ
ﾍﾝ

ｴﾈ
ｹﾞｰﾄ

家庭蓄電池

業務
家庭
蓄電池

BEMS
RF電池
自家発
空調

FEMS
産業
蓄電池
空調
照明

V2H EQ
空調

家庭蓄電池

京
セ
ラ

ｼｬｰﾌﾟ 福島
工業

産業
蓄電池

冷凍
空調
照明

浄水
ポンプ
自家発

横河
SS

きん
でん

BEMS
NAS
蓄電池
空調

Looop

ﾊﾟﾅｿﾆｯｸ

ｴﾈﾙｴｯｸｽ

【系統運用者】

家庭リソース産業リソース

⽇⽴

四国電⼒

北陸電⼒

浄水
ポンプ

産業
蓄電池

産業
蓄電池

HEMS
EQ
V2H
空調

家庭蓄電池

リソース合計(⾒込み)
定格出⼒ 78.9ＭＷ
DR実効出⼒ 12.2MW

関電トンネル電気バス（ＥＶバス）
（扇沢⇔⿊部 間を⾛⾏）

ＥＶバス追加ＥＶバス追加

蓄電池
サーバ

(周波数
制御用)

蓄電池

関⻄電⼒

日本
ﾕﾆｼｽ
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実証概要
①V2H・EV充電器を活用したVPP（バーチャルパワープラント）実証 【経産省VPP実証補助⾦活⽤】
・イオンモール堺鉄砲町の来客用駐⾞場にV2H機器・EV充電器を２台ずつ設置。
・堺市内のEV所有者を中心にモニター参加を募集。
・EVでの来店時にV2H機器・EV充電器を制御して充放電を実施。
②BC（ﾌﾞﾛｯｸﾁｪｰﾝ）技術を活用した環境価値取引実証
・関⻄電⼒巽実験センターに設置された太陽光パネルで発電した電気を、関⻄電⼒等の社有EVに充電。
・社有EVをイオンモール堺鉄砲町に移動し放電（再エネ由来の電気の放電により、電気と共に環境価値移管）。
・BC技術を活かして、充電量・放電量を履歴管理。

イメージ

リ
ソー

ス
サー

バ

イオンモール堺鉄砲町 家庭
調整⼒

EV放電
WAONポイント

EVでの来店・充放電を要請（スマホ）

報酬 (環境価値移管)

EV充放電
(需給調整)

EV

V2H機器・EV充電器

ポイント

◆太陽光発電からEVに充電した再エネ由来の電気を、公共充電場所のV2Hを用いて放電し、
BC技術を用いて別の事業者に環境価値とセットで移管する、国内初の取り組み

巽実験センター

WAONポイント

系統電⼒で
EVへ充電

太陽光発電で
EVへ充電

①
①

②

低炭素社会実現に向けた動き④〜VPP・環境価値ブロックチェーン（BC）実証〜 【堺市】
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資料６（参考）当社の再⽣エネルギーに関する料⾦メニュー
2019年8月27日プレス資料
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“まごころと熱意を込めたサービスで、お客さまや社会の『⼒』になりたい“

私たち関⻄電⼒グループは、電⼒の安全・安定供給をはじめ、「お客さまと社会のお役に⽴ち続ける」こと
を使命に、皆様と共に歩んでまいりたいと考えております。
人・モノ・情報がつながる中「持続可能な未来社会の実現を支える共通基盤」の主要な担い手として、お
客さまや社会の様々な課題解決のお役に⽴ち続けてまいります。


